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法務局民事行政部長 殿 
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法務省民事局民事第二課長 

 

 

「相続分の売買」を登記原因とする土地の所有権の移転の登記に係る登録免許税の租税特

別措置法第７２条の適用の可否について（通知） 

 

標記について，別紙甲号のとおり当職から国税庁課税部審理室長あて照会したところ、

別紙乙号のとおり回答がありましたので，その旨貴管下登記官に周知方お取り計らい願い

ます。 



別紙甲号 

 

 

法務省民二第８０５号 

平成２２年３月２９日 

 

 

国税庁課税部審理室長 山川博樹 殿 

 

 

法務省民事局民事第二課長 小野瀬厚 

 

 

「相続分の売買」を登記原因とする土地の所有権の移転の登記に係る登録免許税の租税特

別措置法第７２条の適用の可否について（照会） 

 

１ 照会の趣旨 

民法第９０５条第１項は、「共同相続人の一人が遺産の分割前にその相続分を第三者

に譲り渡したときは（後略）」と規定し、遺産分割前までは相続分の第三者への譲渡が

認められています。また、相続人がその相続分を第三者に譲渡したときは、当該第三者

は当該相続人が有していた相続分すなわち包括的な相続財産全体に対する持分あるい

は法律的な地位を取得すると解されています。 

 

そのため、相続分の譲渡により相続人の法律的な地位を取得した第三者は、相続財産

の管理はもちろん遺産分割の手続にも参加できることとなります。 

そして、登記手続においても、これを前提として、相続財産である不動産について、

法定相続分による相続人への所有権の移転の登記（以下「共同相続の登記」という。）

がされている場合において、遺産分割前に相続人から第三者への相続分の譲渡があった

ときは、「相続分の売買」又は「相続分の贈与」を登記原因として、相続分を譲渡した

相続人から第三者への当該相続人の持分全部移転の登記をすることができることとし

ています。 

 

そこで、このように相続財産に土地が含まれており、遺産分割前に相続人から共同相

続人以外の第三者への相続分の譲渡（売買）があった場合に、当該土地について「相続

分の売買」を登記原因として、相続人から当該第三者への当該相続人の持分全部移転の

登記の申請をする際の登録免許税について、租税特別措置法（以下「措置法」という。）

第７２条《土地の売買による所有権の移転登記等の税率の軽減》の適用がないと解して

よろしいか照会いたします。 

 

２ 照会に係る取引の概要 

相続財産である不動産について共同相続の登記がされている場合において、共同相続

人の一人が遺産分割前に、自己の相続分を第三者に譲渡（売買）したときは、当該相続

人を登記義務者とし、第三者を登記権利者として、その相続人の持分の全部について、

「相続分の売買」を登記原因とする持分全部移転の登記をすることとなります。 

 

なお、登記実務においては、共同相続の登記をする前に共同相続人の一人が遺産分割

により当該不動産を取得したときは、共同相続の登記をすることなく遺産分割により当



該不動産を被相続人から取得した当該相続人へ相続を登記原因とする所有権の移転の

登記を認めていることとの比較などから、相続分の譲渡を受けた者が共同相続人の一人

であり、かつ、当該相続人が遺産分割により当該不動産を取得した場合は、便宜、共同

相続の登記を省略して、被相続人から相続分の譲渡を受けた当該相続人へ相続を登記原

因とする所有権の移転の登記をすることを認めています。ただし、相続分の譲渡を受け

た者が共同相続人以外の第三者である場合は、このような便宜的な取扱いは認められて

おらず、必ず、原則のとおりにいったん共同相続の登記を経た後に相続分の売買等を登

記原因とする持分全部移転の登記をしなければなりません。 

 

３ 照会者の求める見解となることの理由 

（１）不動産取引により「売買」を登記原因とする土地の所有権の移転の登記に係る登録

免許税の税率は、原則として１０００分の２０ですが（登録免許税法第９条、別表第

一の一（二）ハ）、措置法第７２条の規定により軽減税率（平成２３年３月３１日ま

でに登記を受ける場合は、１０００分の１０等）の適用を受けることができます。 

 

（２）措置法第７２条の制定趣旨は、土地取引の活性化等を目的として登録免許税の軽減

をするものであり、同条の対象となる「土地の売買」とは、土地そのものを売買の目

的とする場合に限られるべきものであると考えられます。 

 

しかし、相続分の譲渡とは、包括的な相続財産全体に対する持分又は法律的な地位

の譲渡であり、その相続財産に土地が含まれている場合であっても、それは飽くまで

も相続分を譲渡（売買）したのであり、土地そのものを売買したものではないと考え

られます。 

したがって、遺産分割前の相続人から共同相続人以外の第三者への相続分の譲渡

（売買）について、「相続分の売買」を登記原因として土地の所有権の移転の登記を

する場合であっても、当該登記に係る登録免許税について措置法第７２条の適用はな

いものと考えます。 



別紙乙号 

 

 

課審 ６－５ 

課資 ３－１ 

平成２２年３月３１日 

 

 

法務省民事局民事第二課長 小野瀬厚 殿 

 

 

国税庁課税部審理室長 山川博樹 

 

 

「相続分の売買」を登記原因とする土地の所有権の移転の登記に係る登録免許税の租税特

別措置法第７２条の適用の可否について 

（平成２２年３月２９日付法務省民二第８０５号照会に対する回答） 

 

 

標題のことについては、御照会に係る事実関係を前提とする限り、貴兄のとおりで差し

支えありません。 

ただし、次のことを申し添えます。 

 

（１）この文書回答は、御照会に係る事実関係を前提とした一般的な回答ですので、個々

の納税者が行う具体的な取引等に適用する場合においては、この回答内容と異なる課

税関係が生ずることがあります。 

（２）この回答内容は国税庁としての見解であり、個々の納税者の申告内容等を拘束する

ものではありません。 

 


